
平成２５年度 第２回京都市公共事業評価委員会 議事概要 

 

 第２回委員会では平成２５年度再評価対象事業の審議を行った。 

 

１ 日 時 平成２５年８月２１日（水） 午後１時３０分～午後３時４０分 

２ 場 所 京都ガーデンパレス「祇園」 

３ 出席者 

⑴ 委員 

小林委員長，荒川副委員長，大山委員，葛城委員，川浦委員，桑原委員，徳久委員 

⑵ 市職員 

建設局長，建設局防災・減災担当局長，建設局建設企画部長，建設局建設企画部担当部長，

建設局道路建設部長，建設局水と緑環境部長，建設局都市整備部長，建設局事業推進室長，

建設局事業推進室担当部長，都市計画局住宅室担当部長，ほか関係職員 

 

４ 内 容  

  委員会における質疑内容は，以下のとおり。 

 

・街路事業「１ 京阪本線淀駅付近立体交差化事業」 

委 員： 鉄道の高架化は京阪電鉄が実施しているのであれば，京都市が実施しているのは

側道整備になるのか。 

京都市： そうである。側道整備と用地買収を京都市で実施している。 

  委 員： 京阪電鉄とＪＲＡと京都市の３者で総事業費２８０億円ということか。 

京都市： そうである。 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

・道路事業「２ 宮前橋改築」 

委 員： 「当初計画に比べて事業が遅れた理由」として，「京都市の厳しい財政事情に加え，

他の大規模事業との施行時期と重なることから，淀川河川事務所と調整し，引堤事

業に支障をきたさないことを前提として，工事着手時期の延伸や費用の平準化を検

討した」と調書に書かれているが，引堤事業に支障をきたさない前提とは，具体的

にどういうことか。 

京都市： 新堤築造が完了する平成２９年度までに，新しい堤防の中に橋台をつくること，

それと通行機能を確保するため，仮橋を迂回路として設けることが具体的な内容で

ある。 

委 員： 現在の宮前橋はいつ架けられたのか。それと本事業では，橋の架け替えを行うの

か。 

京都市： 現在の宮前橋は昭和４６年に築造されている。桂川は国が管理しているため，宮

前橋の改築については，京都市から占用許可申請を行い，河川管理者の国が許可を

するということになる。本事業は非常に事業費が大きいので，コスト縮減を図って

いきたいと考えている。少なくとも宮前跨道橋は架け替えなければならず，宮前跨

道橋の仮橋が必要となってくる。宮前跨道橋よりも橋長が長い宮前橋については，

架け替えも最終的な手段としてあるが，現在の橋を残した状態で改築の目的である

耐震補強や歩道拡幅ができないかということを，河川管理者である国と協議をしな



がら，コスト縮減や工期短縮について検討している。 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

・河川事業「３ 白川」 

委 員： 京都市の財政状況が厳しく，本事業に予算を配分することができないため，北白

川分水路や白川本線の改修が進まず，完成が先になるということか。 

京都市： 都市基盤河川として事業を実施している河川の中で優先順位を付けている。最近

は，年間の都市基盤河川改修事業費が１０億円を切っており，ＪＲとの協定事業に

なっている旧安祥寺川等に優先的に予算を配分しなければならない状況である。白

川も重要な河川ではあるが，予算を配分できない状況であり，現在は工事に着手し

ていない。 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

・河川事業「４ 西羽束師川支川」 

  ＜質疑応答なし＞ 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

・土地区画整理事業「５ 伏見西部第三地区」 

委 員： 前回再評価を実施した平成２０年度のＢ／Ｃの数値と今年度のＢ／Ｃの数値が変

わっている原因は何か。 

京都市： 土地区画整理事業の場合，事業が行われた場合と行われなかった場合の地価の差

を便益として算出する。地価は公示価格を基に算出するが，前回の再評価時と比較

して，工業地で約３０％，住宅地で約３５％，地価が下がった関係でＢ／Ｃも下が

っている。 

委 員： 人口減少が進んでいるので，当初計画の時の宅地供給見込みと，今後の宅地供給

見込みにズレが生じていると思うが，そのような点もＢ／Ｃの数値に影響を与える

可能性はあるのか。 

京都市： 伏見西部第三地区の中で住宅地は一部で，ほとんどが都市計画上の土地利用計画

が工業地域のため，人口計画が地価に与える影響は少ないと考えている。 

委 員： 調書の「当初計画に比べて事業が遅れた理由」の最後に「合意形成に不測の年月

を要している」と現在形で書かれているが，この地域は，地権者が細かく土地を持

っていて，大きな土地をつくるのが難しい場所と聞いたことがあり，そのようなこ

とも影響していると思う。 

この辺りのまちづくりの基本方針は，ＩＴ産業の集積地として設計されてきたと

思うが，現況を見ると大規模工場や流通業務用倉庫，ロードサイドショップのよう

な大型店舗の立地が進んでおり，当初のイメージと異なってきていると感じている

が，その辺りはどうか。 

京都市： 一部のエリアを除いて，ほとんどが農地であり，１反ぐらいの大きさの農地が集

合している状況である。土地区画整理事業では，一つの土地に対して一つの換地を

与えるため，１反ぐらいが最大で，それほど大きな換地は存在していない。 

ご質問のＩＴ等の産業集積地の話は，油小路通沿道のらくなん進都の高度集積地

区のことだと思う。確かに京セラのような高層ビルも建設されているが，低層の飲

食店等も立地しており，当初のイメージとは違ったものと思う。原因の一つとして，



伏見西部地区は昭和３６年に都市計画決定されており，仮にその頃から同時進行で

高度集積地区のまちづくりが行われていれば，もう少し異なった結果になっていた

と思われる。高度集積地区のまちづくりが後発的に行われた関係で，その調整に課

題があったかも知れない。 

委 員： 今後，事業を継続するにあたっては，そのようなことも相互に考慮されると良い

と思う。 

京都市： 担当課である都市づくり推進課と意見交換の場もあるが，地権者と企業の間にあ

って，どのようにして高度集積を図る建物を誘致するか，そのために制度的に色々

なインセンティブ等があるものの，地権者の取りまとめに非常に苦慮していると聞

いている。 

委 員： 事業計画の見直しも視野に入れてという説明があったが，もう少し具体的に説明

して欲しい。 

京都市： 現在，地区の南側と北側に課題のある移転対象物件が残っており，南側の移転対

象物件については，地権者と協議を進め，移転の代替地を提案している。それと併

せて道路計画の変更も視野に入れているが，道路計画の変更になると，他の地権者

にも影響してくる。幸いまだ影響なく移転できる土地があり，協議を進めている。 

一方，北側の移転対象物件については，一つの大規模工場の中に道路が計画され

ているため，敷地が分断されてしまうことになる。施行者としては，周辺に道路が

配置され，一定の街区が形成されているため，仮に将来この工場敷地において，二

次開発が行われた場合でも，都市計画法による開発が許可される見通しがある。こ

のようなことから，現在，道路計画の廃止も視野に入れて，地権者と協議を行って

いるところである。 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

・土地区画整理事業「６ 伏見西部第四地区」 

委 員： 横大路小学校が移転した後に残された施設の整備費もこの事業に含まれているの

か。 

京都市： 土地区画整理事業では，横大路小学校の跡地を公園とする計画であり，公園の整

地費等は計上している。小学校の移転に伴う建築費用等は，教育委員会で計上する

ことになると思っている。 

委 員： コストが増えるとＢ／Ｃが悪くなってしまうので，費用がどのようになっている

のかを確認させてもらった。 

京都市： 伏見西部第四地区も伏見西部第三地区と同様，公示価格の下落により便益が下が

っている。本来は，事業計画の変更に伴い総事業費が下がっているため，その影響

が数字に表れてくるところであるが，それ以上に便益が下がったことにより，全体

的にＢ／Ｃが下がっている。 

委 員： 地元の方には，横大路小学校の移転がいつぐらいになるという話になっているの

か。 

京都市： 現在，地元住民の方から，横大路小学校の早期移転を求める動きが出ているが，

小学校を移転させるには，移転先にある他の権利者の建物等を先に移転させる必要

がある。小学校の移転先である京都八幡線の西側区域は，住居系の土地利用である

が，中には工場等もあり，移転が必要となる工場等については，土地利用に則して

できるだけ京都八幡線の東側の工業系区域に移転させようと，東側区域の整備を先



行してきた。事業計画の変更で道路計画を見直し，移転対象件数も減らしたが，現

時点では何年度を目途に小学校の周辺道路を整備するかお示しできるところまで至

っていない。京都八幡線の東側区域では，約９０％の道路整備が完了したので，今

後，西側区域については，小学校等の移転を優先的にできるよう取り組んで行きた

いと考えている。 

委 員： 土地区画整理事業の費用には，横大路小学校の移転費用は含まれていないという

ことか。 

京都市： 横大路小学校の移転先の街区を整備するためには，そこにある他の権利者の建物

等を移転する必要があり，その費用については，土地区画整理事業で計上している

が，小学校の建築費用等は別予算である。 

委 員： 横大路の辺りは人口が増えている地区なのか。 

京都市： 元々この辺りは既存の集落もあるが，その他の農地では宅地化が進んでいる。し

かし，新しくできた街区では，住宅より工場等の立地が進んでいる状況である。具

体的な数字は持ち合わせていないが，それほど多くの人口が増えたという認識はし

ていない。 

委 員： 都心部も空洞化が起こってきているが，逆に，洛央小学校や御所南小学校など計

画的に良い小学校をつくっている地域には，どんどん子供を持ったファミリー層が

増えている。横大路小学校の移転はまだ先になるとは思うが，将来像というのが必

要ではないかと思う。魅力的な小学校や文教地区をつくることによって，人口が増

えていくようであれば，Ｂ／Ｃが低くても投資していく必要性は感じられるが，土

地区画整理事業を実施して学校をつくりますというだけでは説得力が少し欠けると

思う。 

京都市： 学校移転の話は，西側区域における整備の優先順位から引合いに出したが，そも

そも土地区画整理事業の大きな目的は，健全なまちづくりである。東側区域につい

ては工業系の土地利用，西側区域については住居系の土地利用ということで，それ

ぞれの土地利用に則した街区を設定している。西側区域の農地部分については，住

宅の開発が進んでいくと理解している。 

委 員： 西側区域の方は，既存の道路を活かした道路線形に見直されているので，まちと

して見た時，東側区域に比べて魅力的に見える部分もあると思う。それは単にコス

トを削減するためというよりは，元々ある都市の骨格を活かしたまちづくりという

意味で魅力的であり，そのような魅力を積極的に出していけば良いと思う。 

京都市： 従来は碁盤の目のような土地区画整理事業を進めてきたが，２００７年ぐらいか

ら「柔らかい区画整理」という発想が出てきて，周辺部の新市街地のまちづくりか

ら，まちなかの再生という課題が全国的に大きなテーマになっている。そのような

意味で言うと，当地区は周辺部の土地区画整理事業ではあるが，西側区域は既存集

落の再生という意味でのまちづくりとなり，横大路中通の沿道に文教施設の街区を

配置するなど，将来は魅力あるまちになるのではないかと期待している。 

委 員： 今後は，土地区画整理事業の目的意識も含めて事業を検討されると良いと思う。 

京都市： 新規の土地区画整理事業の計画は，残念ながら無いが，全国で行われている土地

区画整理事業には，まちなか再生のツールとして使われている事例もあるので，今

後は，そのようなことも考えていく必要がある。 

  委 員： 横大路小学校の児童数は何人か。 

京都市： １７１人である。 



委 員： 児童数が減っている気がするので，移転より小学校統合の話が出てこないか心配

である。 

京都市： 横大路小学校は元々，現在の校舎の場所にグラウンドもあったが，昭和５０年代

に児童数が増えてきたため，グラウンドに校舎を増設し，グラウンドを現在の場所

に移した経緯がある。数字は把握していないが，児童数が減ったという認識は持っ

ていない。 

委 員： 既存の住宅地を維持させていく計画で，流入人口の増加が見込めないのであれば，

少子化によって児童数がさらに減少する可能性がある。そのような状況でも，小学

校を移転する意味があるのか。グラウンドが離れていて不便であるという理由では

説得力が無い。伏見西部地区全体での小学校の配置状況や今後の統廃合の可能性ま

で踏まえた計画を出していくべきだと思う。 

京都市： 学校移転は教育マターであるため，知識を持ち合わせていないが，横大路小学校

の敷地の大きさは，教育の方で適正な大きさとされ，過去の計画をそのまま進めて

いくようなことはないと認識している。 

委 員： 伏見西部第四地区の土地区画整理事業は，前回の再評価以降，事業計画を見直し

て，事業進捗が図られている。横大路小学校については，色々と意見が出たが，土

地区画整理事業としては事業継続ということで判断したいと思う。 

委 員： 横大路小学校が最終どうなるのかが決まらないと，土地区画整理事業も完成しな

いのか。 

京都市： 土地区画整理事業は道路や公園等を整備し，土地の配置等を定める基盤整備事業

であるため，小学校の移転問題は別と考えてもらって良い。 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

・住宅地区改良事業「７ 崇仁北部第三地区」 

         「８ 崇仁北部第四地区」 

委 員： 人口減少と高齢化が進んでいる地区であるが，崇仁北部第四地区の場合は，まだ

改良住宅５２戸の建設に着手されていないので，着手せずに市立芸大の移転の動き

を見て柔軟に対応する選択肢や，積極的に緑地化することで空き家を残さない選択

肢もあると思う。その点に関してどのようなビジョンを持っているか説明して欲し

い。 

京都市： 京都市内で最後の改良住宅となる塩小路高倉新３棟の建設は，現在，設計を進め

ている。百数十戸ほどの不良住宅を買収して，そこに住んでいる方に入居してもら

う住居ということで，ご希望やご意向も伺いながら，５２戸という必要戸数を予測

して建設している。当初，住宅を建てる計画で進めてきたが，事業計画を見直し，

緑地に変更している。河原町通の東側には買収対象となる不良住宅が残っているが，

そこには住宅ではなく公園又は緑地を整備する計画である。この事業計画について

は，駅近くの市内一等地でもあるので，ここまで緑地にして良いのかという意見も

あると思う。崇仁地区将来ビジョン検討委員会では，こうした土地を利活用する方

策をまちづくりの第２ステージで検討するよう例を示しながら報告書を取りまとめ

ていただいているので，それを参考に検討を進めていきたい。 

委 員： どのように緑地を設定するかについては，今後，市全般的な課題になると思う。

住民としては開発要望が強いと思うが，市としてどのように計画するかについては，

もう一度考えてみたら良いと思う。 



京都市： この場所の利活用については，地元だけではなく全市的な観点から，どのような

まちづくりを進めていくのか検討が必要と思っている。河原町通以東についても土

地区画整理事業との合併施行を予定しており，換地先の宅地をどれぐらい確保しな

ければならないかについても，今後明らかになってくると思うので，その点も踏ま

えて取り組んでいきたい。 

委 員： 崇仁北部第三地区もしくは崇仁北部第四地区に市立芸大が移転するのか。 

京都市： 市立芸大からの要望書では，元崇仁小学校を含んで４万㎡の土地をこのエリアで

求めている。それを受けて，地元でも検討した結果，市立大学の移転を前向きに考

えておられる。河原町通の西側で塩小路通より少し南側に，２１号棟から２７号棟

まで７棟の改良住宅が建っているが，老朽化が進んでおり，これらの建て替えも市

立芸大移転に併せて要望されている。すなわち，もし市立芸大が移転するのであれ

ば，その場所を提供しても構わないと地元からは提案を受けている。市立芸大の移

転場所については，元崇仁小学校をベースにこれから検討していくことになる。 

委 員： 崇仁北部第三地区には市立芸大は移転してこないということか。 

京都市： 崇仁北部第三地区は，既に新しい住棟，特に高瀬川の東側は色々な新しい地区施

設や改良住宅が建っているので，この辺りに市立芸大を移転させることはできない

だろうと考えている。崇仁北部第一地区は事業が完了しているため，検討する必要

があると考えているが，市立芸大の移転先については，まだ具体的な場所を示すこ

とができる段階ではなく，これから検討していく状況である。 

委 員： 事業継続は妥当であるとする。 

 

 

 


